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１ 現行システムの概要 

現行の庶務事務システムの対象業務は、出退勤管理、休暇管理、時間外・振替管理、特殊

勤務管理、管理職特勤管理、宿日直管理、給与届出管理、年末調整管理、明細照会管理であ

る。電子決裁に対応している。 

 

 

２ データ連携 

２－１ 連携方針 

データ連携については、既存システムからは現行の様式でデータを受領し、次期システム

側で編集して取り込む方針とする。 

外部連携として出力するデータについては、現行の様式で出力する。 

 

２－２ 連携方式 

連携の方式については現行の方式を踏襲する。ネットワーク的に接続できないなどの理由

でファイル連携ができない場合には、記録媒体を通じてのデータのやり取りも可能とする。

ただし、これらの方法について媒体の選択も含めて他に有効な方法・方式等があるかについ

ての検討が必要となる。 

内部情報系システム内の業務間連携については、全ての業務が効率的に運用可能な方式と

すること。 

運用については職員の作業負荷とならない自動連携を基本とする。また、管理者が連携状

況を確認するための仕組みや障害発生時の対応についても考慮が必要である。 

 

２－３ 連携対象 

連携の対象データは、以下のように想定している。全て現行の運用で連携しているため、

対応が必須である。 

(1) 外部機関 

連携対象なし。 

(2) 本市 他業務システム 

連携元 連携先 対象データ 説明（連携の目的） 連携方法 頻度 

庶務事務 文書管理 電子決裁情報 決裁を開始するための情報

を転送する 

データ転送 即時 

文書管理 庶務事務 決裁完了を受け取り、情報

を確定する 

データ転送 即時 

人事給与 庶務事務 発令情報 人事給与システムで発令さ

れた情報を出勤簿に表示す

るために連携する 

ファイル連携 随時 

庶務事務 人事給与 前月実績情報 時間外勤務、特殊勤務、管

理職特勤、宿日直勤務、出

勤簿の情報を連携する 

ファイル連携 月次 
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庶務事務 人事給与 給与届出 氏名住所変更、給与口座変

更、家族情報、通勤手当、

住居手当、扶養手当、児童

手当の情報を連携する 

ファイル連携 随時 

月次 

人事給与 庶務事務 家族情報を連携する ファイル連携 随時 

庶務事務 人事給与 年末調整 扶養控除、保険料控除、基

礎控除、配偶者等控除、所

得調整控除、住宅借入金控

除の情報を連携する 

ファイル連携 年次 

人事給与 庶務事務 年末調整共通情報、扶養家

族情報、保険料控除（給与

天引き）の情報を連携する 

ファイル連携 随時 

人事給与 庶務事務 明細情報 給与明細、源泉徴収票の情

報を連携する 

ファイル連携 月次 

年次 

 

 

３ データ移行 

３－１ 移行方針 

現行の庶務事務システムに登録されている全てのデータの移行を基本方針とする。  

ワンポイント切替えとする場合は、次期システムで稼働後から業務を再開できるよう決裁

途中のデータを移行する。 

 

３－２ 移行方式 

(1) 文字コード 

現行システムの文字コードは、Unicode を利用している。 

(2) 役割分担 

現行システム保守業者が、現行システムから移行対象データを抽出する。次期システ

ム構築業者は、抽出されたデータについてデータ変換（文字コード、コード値、フォー

マット）、整合性チェックを行い、次期システムに登録する。 

移行作業に際しては、可能な限り業務主管課に負荷をかけないようなデータ移行方

法・手順や業務負荷を踏まえたスケジュールを設定すること。 

移行結果の確認は、業務主管課と次期システム構築業者が実施するものとする。 

 

３－３ 移行対象 

移行を想定している主な移行対象データを以下の一覧に示す。 

これら以外にも、システムの稼働に際して必要となるマスタ、データ、コード等は適宜移

行すること。 
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※件数は令和７年７月時点 

移行対象データ 説明 備考 

出勤簿情報 平成２９年１月から登録されている出勤簿、出退勤

情報 

・出勤簿（約 54万件） 

・出退勤情報（約 900 万件） 

現行システムから移行 

休暇情報 平成２９年１月から登録されている年休残日数、年

休申請、休暇・休業申請情報 

・年休残日数（約 4万件） 

・年休申請履歴（約 70万件） 

・休暇、休業申請履歴（約 25 万件） 

現行システムから移行 

実績情報 平成２９年１月から登録されている時間外勤務、振

替、特殊勤務、管理職特勤、宿日直勤務情報 

・時間外勤務情報（約 200万件） 

・振替情報（約 7万件） 

・特殊勤務情報（約 220万件） 

・管理職特勤情報（約 0.7万件） 

・特殊勤務情報（約 0.4万件） 

現行システムから移行 

給与届出情報 平成２９年１月から登録されている氏名住所変更、

給与口座変更、通勤手当、住居手当、扶養手当、児

童手当情報 

・氏名住所変更情報（約 0.2 万件） 

・給与口座変更情報（約 1.2 万件） 

・通勤手当情報（約 1.2万件） 

・住居手当情報（約 0.2万件） 

・扶養手当情報（約 0.3万件） 

・児童手当情報（約 1 万件） 

現行システムから移行 

年末調整情報 平成２９年１月から登録されている扶養控除、保険

料控除、配偶者控除等、住宅借入金情報 

・扶養控除情報（約 7 万件） 

・保険料控除情報（約 4万件） 

・配偶者控除情報（約 2.7万件） 

・住宅借入金情報（約 0.6万件） 

現行システムから移行 

明細情報 平成２９年１月から登録されている給与明細、源泉

徴収票情報 

・給与明細情報（約 60万件） 

・源泉徴収票情報（約 4万件） 

現行システムから移行 

決裁履歴情報 平成２９年１月から登録されている決裁履歴情報 

・決裁履歴情報（約 400万件） 

現行システムから移行 

電子添付情報 平成２９年１月から登録されている電子添付情報 

・電子添付情報（約 4 万件） 

現行システムから移行 

各種マスタ情報 勤務シフト、休暇マスタなどの庶務事務システムで

利用するマスタ情報 

現行システムから移行 

 


